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（1）　答申
第3次学校安全の推進に関する計画の策定について（答申） Ⓐ

中央教育審議会　2022（令和4）年2月

本答申は，2008（平成20）年に学校保健安全法が成立し，同法に基づき，各学校における安全に係る取組を
総合的かつ効果的に推進するために，2012（平成24）年度～2016（平成28）年度を計画期間とする「第1次学校
安全の推進に関する計画」，2017（平成29）年度～2021（令和3）年度を計画期間とする「第2次学校安全の推進
に関する計画」に続いて，2022（令和4）年度～2026（令和8）年度を計画期間とする「第3次学校安全の推進に
関する計画」の策定に向けた答申としてまとめられたものである。
まず，総論では，学校安全の活動は，「生活安全」，「交通安全」，「災害安全」の各領域を通じて，自ら安全に行

動したり，他の人や社会の安全のために貢献したりできるようにすることを目指す「安全教育」，児童生徒等を
取り巻く環境を安全に整えることを目指す「安全管理」，これらの活動を円滑に進めるための「組織活動」という
3つの主要な活動から構成されるとし，特に，「組織活動」については，安全教育と安全管理を相互に関連づける
ものであるとともに，校内体制の構築のみならず，学校安全に関わる活動の担い手となりうる学校外の多様な
主体との連携が求められるものであるとしている。
また，「施策の基本的な方向性」として，「①学校安全計画・危機管理マニュアルを見直すサイクルを構築し，
学校安全の実効性を高める。②地域の多様な主体と密接に連携・協働し，子供の視点を加えた安全対策を推進
する。③全ての学校における実践的・実効的な安全教育を推進する。④地域の災害リスクを踏まえた実践的
な防災教育・訓練を実施する。⑤事故情報や学校の取組状況などデータを活用し学校安全を「見える化」する。 
⑥学校安全に関する意識の向上を図る（学校における安全文化の醸成）。」の6点を示している。
基本的な方向性に基づき，「目指す姿」として，「（1）全ての児童生徒等が，自ら適切に判断し，主体的に行動で
きるよう，安全に関する資質・能力を身に付けること。（2）学校管理下における児童生徒等の死亡事故の発生件
数について限りなくゼロにすること。（3）学校管理下における児童生徒等の負傷・疾病の発生率について障害
や重度の負傷を伴う事故を中心に減少させること。」としている。
さらに，学校安全を推進するための方策として，「学校安全に関する組織的取組の推進」「家庭，地域，関係機
関等との連携・協働による学校安全の推進」「学校における安全に関する教育の充実」「学校における安全管理の

。るいてげ掲を目項5の」等項事な的断横るす関に策方進推の全安校学「」実充の組取

「令和の日本型学校教育」の構築を目指して 
～全ての子供たちの可能性を引き出す， 
個別最適な学びと，協働的な学びの実現～（答申） Ⓐ

中央教育審議会　　2021（令和3）年1月

新しい知識・情報・技術が社会のあらゆる領域での活動の基盤となっている知識基盤社会，すなわち，人工
知能（AI），ビッグデータ，Internet of Things（IoT），ロボティクス等の先端技術が高度化してあらゆる産業や
社会生活に取り入れられ，社会の在り方そのものが現在とは「非連続」と言えるほど劇的に変わるSociety5.0が
到来するとされる新しい時代において，どのような学校教育の在り方が求められるのかについての諮問に対す
る答申である。
この審議過程において，新型コロナウイルス感染症が拡大したことも踏まえつつ，「一人一人の児童生徒が，
自分のよさや可能性を認識するとともに，あらゆる他者を価値のある存在として尊重し，多様な人々と協働し
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教育改革はさまざまな教育上の課題に対応するために行われるものであるため，それぞれの課題に対応する
法令の制定や施策が講じられることになる。それゆえ，それぞれの法令や施策はそれぞれの意味や意義がある
が，相互の繋がりを理解した方が把握しやすくなるものもある。
以下では，そうした繋がりを理解するためにいくつかのテーマについて図示するとともに解説する。

（1）　「令和の日本型学校教育」
第5期科学技術基本計画（2016（平成28）年～2020（令和2）年）において，超スマート社会を「必要なもの・サー

ビスを，必要な人に，必要な時に，必要なだけ提供し，社会の様々なニーズにきめ細かに対応でき，あらゆる人
が質の高いサービスを受けられ，年齢，性別，地域，言語といった様々な違いを乗り越え，活き活きと快適に暮
らすことのできる社会」とし，Society5.0を目指す姿が示され，それに基づき，2018（平成30）年11月に「新時
代の学びを支える先端技術のフル活用に向けて～柴山・学びの革新プラン～」が策定された。そこでは，2020
年代の早期にすべての小・中学校で遠隔教育の推進による先進的な教育の実現等が謳われ，その後2019（平成
31）年4月に中央教育審議会に対して「新しい時代の初等中等教育の在り方について」が諮問された。2019（令
和元）年6月に「学校教育の情報化の推進に関する法律」が制定され，2019（令和元）年12月に2019（平成31）
年度補正予算案が閣議決定され，1人1台端末と高速大容量の通信ネットワークを2023（令和5）年度末までに
一体的に整備する，いわゆるGIGAスクール構想の具体化と前倒しが決定した。しかし，2020（令和2）年2月に
新型コロナウイルス感染症（COVID-19）感染拡大防止に伴う臨時休業要請が行われ，児童生徒の学習権を保障
するために，GIGAスクール構想がさらに前倒しされることが計画され，同年4月に「新型コロナウイルス感染
症緊急経済対策」を閣議決定し，2020（令和2）年度中に1人1台端末の実現を図ることとされた。
そして，こうした劇的な状況の変化を踏まえつつ，新しい時代の初等中等教育の在り方について検討してい
た中央教育審議会は，2021（令和3）年1月に「「令和の日本型学校教育」の構築を目指して～全ての子供たちの
可能性を引き出す，個別最適な学びと，協働的な学びの実現～」を答申した。ここで示された個別最適な学び
と協働的な学びの実現のうち，特にこれまで学校教育で十分に取り組まれてこなかったとされる個別最適な学

ポストコロナ期における新たな学びの在り
方について（第12次提言）

（2021年6月）

「令和の日本型学校教育」を担う新たな教
師の学びの姿の実現に向けて

（審議まとめ）
（2021年11月）

特定分野に特異な才能のある児童生徒に対
する学校における指導・支援の在り方等に
関する有識者会議論点整理（審議まとめ）

（2021年12月）

義務教育9年間を見通した教科担任制の在
り方について（報告）
（2021年7月）

「令和の日本型学校教育」の構築を
目指して

（2021年1月）

公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員
定数の標準に関する法律改正

（2019年6月）

第5期科学技術基本計画（2016年1月）

新しい時代の初等中等教育の在り方につい
て（諮問）

（2019年4月）
GIGAスクール構想
（2019年12月）

新時代の学びを支える先端技術のフル活用
に向けて～柴山・学びの革新プラン～

（2018年11月）

コロナ禍に
よる前倒し

教員免許更
新制の発展
的な解消

テーマ別解説 
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ICF（国際生活機能分類） Ⓒ
1980（昭和55）年にWHO（世界保健機関）が示し

た「国際障害分類」を2001（平成13）年に改訂した
もので，International Classification of Functioning, 
Disability and Healthの略称である。従来の「機能障
害」→「能力低下」→「社会的不利」という障害の3つ
のレベルを，「心身機能・構造（機能障害）」「活動（制
限）」「参加（制約）」という用語を用い改めた。さら
に，すべての人間が何らかの障害をもっているとい
う視点から，「健康状態」がさまざまな要因（環境因
子，個人因子）により「機能障害」「活動制限」「参加制
約」を引き起こし阻害される，というように，障害
の概念が，疾患だけでなく妊娠，高齢，ストレスな
どの健康状態にまで拡大された。

IT，ICT Ⓐ
「IT」はInformation Technologyの略で，情報技術
のこと，「ICT」はInformation and Communication 
Technologyの略で，情報コミュニケーション技術，
情報通信技術のことを意味する。教育場面におい
ては，電子教材を活用した授業の実践やコンピュー
タによる情報管理などが考えられる。具体的には，
学校において調べ学習や発表など多様な学習のた
めの手段として活用されている。なお，「IoT」とは
Internet of Thingsの略で，モノのインターネットと
訳される。

アカウンタビリティ Ⓒ
説明責任と訳される。もともとは経済用語で，納

税者である国民（住民）に対して，行政機関が自らの
執行するサービスや事業について納得の得られる
説明を行う義務のことである。学校教育において
は，開かれた学校づくり，学校評議員制度，学校運
営協議会制度，自己点検・自己評価の公開，教育委
員会の会議の公開，教員採用試験問題の公開，指導
要録の開示などの制度展開が行われており，学校教
育の抱える様々な問題や教育活動の取り組みにつ

いての情報を提供し，外部と連携・協力するという
観点から，今後，保護者や地域住民に対してより一
層大きな説明責任が問われることとなる。また，学
校教育法第43条において，学校運営情報を提供す
ることが義務づけられている。

アクティブ・ラーニング Ⓐ
中央教育審議会「新たな未来を築くための大学教

育の質的転換に向けて（答申）」（2012（平成24）年8
月）に付された用語集によれば，「教員による一方向
的な講義形式の教育とは異なり，学修者の能動的な
学修への参加を取り入れた教授・学習法の総称。学
修者が能動的に学修することによって，認知的，倫
理的，社会的能力，教養，知識，経験を含めた汎用的
能力の育成を図る。発見学習，問題解決学習，体験
学習，調査学習等が含まれるが，教室内でのグルー
プ・ディスカッション，ディベート，グループ・ワー
ク等も有効なアクティブ・ラーニングの方法であ
る」と説明されている。もともと大学教育において
用いられていた用語であるが，近年では初等中等教
育においても求められるようになってきた。中央
教育審議会「幼稚園，小学校，中学校，高等学校及び
特別支援学校の学習指導要領等の改善及び必要な
方策等について（答申）」（2016（平成28）年12月）や
2017（平成29）年3月告示の学習指導要領では，ア
クティブ・ラーニングが特定の指導方法のことを指
すのではなく「主体的・対話的で深い学び」であると
指摘している（「主体的・対話的で深い学び」参照。）。

ESD Ⓐ
ESDはEducation for Sustainable Developmentの
略で「持続可能な開発のための教育」と訳されるが，
日本ユネスコ国内委員会「ESD（持続可能な開発の
ための教育）のための手引」（2016（平成28）年3月，
2018（平成30）年5月改訂）によれば，持続可能な
社会づくりの構成概念の例として，「多様性（いろい
ろある）」，「相互性（関わり合っている）」，「有限性
（限りがある）」，「公平性（一人一人大切に）」，「連携
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通常の学級に在籍する特別な教育的支援を必要とする児童生徒
通常の学級に在籍する知的発達に遅れはないものの発達障害の可能性のある特別な教育的支援を必要とす
る児童生徒の実態を明らかにするために，2012（平成24）年2月から3月にかけて全国（岩手，宮城，福島の3
県を除く）の公立の小・中学校の通常の学級に在籍する児童生徒を母集団としてその割合が調査され，2012（平
成24）年12月に「通常の学級に在籍する発達障害の可能性のある特別な教育的支援を必要とする児童生徒に関
する調査結果」として公表された。
なお，本調査では，留意事項として，特別支援教育コーディネーターまたは教頭（副校長）による確認を経て

提出した回答に基づくもので，発達障害の専門家チームによる判断や，医師による診断によるものではないこ
とに言及されている。

質問事項に対して担任教員が回答した内容から，知的発達に遅れはないものの学習面又は 
行動面で著しい困難を示すとされた児童生徒の割合

推定値（95％信頼区間）
学習面又は行動面で著しい困難を示す 6.5％（6.2％～6.8％）
学習面で著しい困難を示す 4.5％（4.2％～4.7％）
行動面で著しい困難を示す 3.6％（3.4％～3.9％）
学習面と行動面ともに著しい困難を示す 1.6％（1.5％～1.7％）
※ を難困いし著で数複はいるあつ一の」るす論推「」るす算計「」く書「」む読「」す話「」く聞「，はと」す示を難困いし著で面習学「
示す場合を指し，一方，「行動面で著しい困難を示す」とは，「不注意」，「多動性－衝動性」，あるいは「対人関係やこだわり等」
について一つか複数で問題を著しく示す場合を指す。

「学習面で著しい困難を示す」，「行動面で著しい困難を示す」のどちらかの場合に該当するとされる児童生徒
の割合はおよそ6.5%程度となっている。また，以下は知的発達に遅れはないものの学習面又は行動面で著し
い困難を示すとされた児童生徒の受けている支援の状況である。

設問「校内委員会において，現在，特別な教育的支援が必要と判断されていますか」に対する回答
推定値（95％信頼区間）

必要と判断されている 18.4％（16.6％～20.3％）
必要と判断されていない 79.0％（76.9％～81.1％）
不明 2.6％（1.6％～4.1％） 　

質問項目に対して担任教員が回答した内容から，知的発達に遅れはないものの学習面又は 
行動面で著しい困難を示すとされた児童生徒（推定値6.5％）の受けている支援の状況の概観

推定値（95％信頼区間）
現在，いずれかの支援がなされている 55.1%（52.8％～57.4％）
過去，いずれかの支援がなされていた 3.1%（2.5％～3.9％） 　
いずれの支援もなされていない 38.6%（36.4％～40.9％）
不明 3.1%（2.1％～4.7％） 　

設問「現在，通級による指導を受けていますか」に対する回答
推定値（95％信頼区間）

自校通級 2.4%（1.9％～3.0％） 　
他校通級 1.5%（1.2％～2.0％） 　
受けていない 93.3%（91.8％～94.6％）
不明 2.7%（1.7％～4.3％） 　

特別支援教育が本格的に開始されてから年月が経過し，その実施状況の調査から，全体として，特別支援教
育が徐々に浸透しつつある状況であり，何らかの教育的支援を受けていることが読み取れる。
しかし，数値のみにとらわれず，学習面又は行動面で著しい困難を示すとされた児童生徒以外にも，困難が

あり，教育的支援を必要としている児童生徒がいる可能性があることも考慮し，指導に当たる姿勢が求められ
る。
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1   中央教育審議会「第3次学校安全の推進に関する計画の策定について（答申）」（2022（令和4）年2月）から
の引用である。空欄に当てはまる語句の組み合わせとして正しいものを選べ。
学校安全に関わる活動を校内全体として行うためには，安全教育・安全管理を担当する教職員にその
重要性や進め方が共通理解されていることが大切である。（　Ａ　）のリーダーシップの下，学校安全計
画に基づく学校全体としての活動や適切な役割分担に基づく事故・災害等発生時の対応ができるよう校
内体制が整えられている環境下でなければ，（　Ｂ　）な取組を進めることは困難である。
このため，（　Ａ　）が学校安全を学校経営に明確に位置付けることや，学校安全計画に基づく組織的・

計画的な活動を進められる環境が整えられるよう（　Ｃ　）を設置すること等により，学校安全に関する
適切な役割分担と共通理解に基づく対応ができる校内体制を設けることが重要である。
（　Ｄ　）は，学校設置者等との連携を図り，各学校における取組の状況を把握するとともに，学校安
全が各学校の学校経営に位置付けられるよう周知啓発等の取組を推進する。
　　　　　　Ａ　　　　　　　Ｂ　　　　　 　Ｃ　　　　　　　Ｄ
1．校長　　　　　　　　　実践的　　学校安全対策組織　　都道府県
2．校長　　　　　　　　　実効的　　校内安全委員会　　　国
3．校長　　　　　　　　　実効的　　学校安全対策組織　　国
4．市町村の教育委員会　　実践的　　学校安全対策組織　　国
5．市町村の教育委員会　　実効的　　校内安全委員会　　　都道府県

2   中央教育審議会「「令和の日本型学校教育」の構築を目指して～全ての子供たちの可能性を引き出す，個
」育教校学型本日の和令「「たれさ示で）月1年）3和令（1202（」）申答（～現実のび学な的働協，とび学な適最別

の構築に向けた今後の方向性」として誤っているものを選べ。
1．連携・分担による学校マネジメントを実現する
2．学校教育の質と多様性，包摂性を高め，教育の機会均等を実現する
3．社会構造の変化の中で，持続的で魅力ある学校教育を実現する
4．これまでの実践を改め，ICTを用いた教育へと転換する
5．感染症や災害の発生等を乗り越えて学びを保障する
6．履修主義・修得主義等を適切に組み合わせる

3   次の文は，中央教育審議会「新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための
。るあで用引のらか）月1年）13成平（9102（」）申答（ていつに策方な的合総るす関に革改方き働るけおに校学

空欄に適語を入れよ。
教師のこれまでの働き方を見直し，教師が我が国の学校教育の蓄積と向かい合って自らの授業を磨く

とともに日々の生活の質や教職人生を豊かにすることで，自らの（　Ａ　）や（　Ｂ　）を高め，子供たち
に対して（　Ｃ　）な教育活動を行うことができるようになることが学校における働き方改革の目的で
あり，そのことを常に原点としながら改革を進めていく必要がある。

 総合演習

教職教養の穴埋め問題などで、
出題された箇所にはアンダー
ラインが引いてあります。

時事問題および
継続的に出題のある

頻出問題を精選し、
掲載しています。

第５章　総合演習は、第１～４章の内容と
それに関連する知識の定着を確認するための
問題演習です。

第４章　教育データでは、
試験頻出の統計数値について
取り扱います。

第１章では、近年の本試験で特に出題

頻度が高い答申・報告・通知等を
ピックアップし、ポイントをしぼって、
わかりやすく解説しています。

第 3 章　用語では、最新の
教育時事にまつわる重要用語を
ピックアップし、わかりやすく
解説をくわえています。

答申・報告・通知は、個々の内容を
おさえるだけでなく、背景事情や
関連する教育施策、法令整備等と
むすびつけて、構造化して
理解することが重要です。
第２章では、教育時事を点では

なく、線でとらえられるよう
テーマ別に解説をしています。

第１章・第３章で取り扱う各事項には、

全国の本試験における出題頻度や
今後の注目度を考慮して、重要度
を表記しています。
A…非常に重要    B…重要    C…普通

設問のバリエーションも充実
しており、本番の筆記試験の

予想問題集としても
お使いいただけます。

各種の統計数値を詳細に分析することに
よって、現在の学校教育がかかえる課題
や教育施策の改善点、あるべき指導方法
などの輪郭がみえてきます。
こういった視点が、論作文試験や人物対策

試験での重厚な説得力につながります。

予想問題集としても使える !予想問題集としても使える !
教育時事データブックのご紹介

広範な教育時事のなかから、本試験で出題されやすい事項
を精選し、詳細に解説しています。本試験に合格するため
には、現行の教育制度とそこに至る背景を理解しておく
ことが必要不可欠です。
本書では、現行制度の根拠となる答申や報告等はもとより、
制度に影響を与えた関連の深い答申や報告等も、テーマ
別に解説しています。

受講生
限定！

これ１冊で
バッチリ！


